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自治体におけるオープンデータの取り組みの契機と自己評価 

 

本田正美†1 梶川裕矢†1 

 

自由に二次利用可能な形式でデータを公開するオープンデータの取り組みが広がりを見せている。日本での取組済の自治
体数は、2018 年 7 月時点で 300 を超える。そのような中で、実際に提供されているオープンデータについては、その量

や内容に相違が存在している。本研究では、かような自治体におけるオープンデータの取り組みにつき、自治体としてど
のような契機でその着手に至り、その結果としてどのような自己評価を行っているのか事例分析を通して明らかにする。 

 

Emergence of open data initiatives in Japanese municipalities and their 

self-evaluation 
 

Masami HONDA†1 Yuya KAJIKAWA†1 

 

Open data efforts to publish data in a freely secondary available format are spreading. The number of municipalities that have been 

engaged in open data in Japan exceeds 300 as of July 2018. Under such circumstances, differences exist in the amount and content of 

open data that is actually provided. In this research, we will clarify the initiative of open data in municipalities through case analysis 

as to what kind of opportunity as a municipality leads to its initiation and what self-evaluation it was supposed to do. 

 

 

1. 背景  

自由に二次利用可能な形式のデータを公開するオープ

ンデータの取り組みが広がりを見せている。2018 年 7 月時

点で、日本では 300 を超える自治体がオープンデータに取

組済であるとされている[1]。2012 年の段階で日本政府は電

子行政オープンデータ戦略を定め、国をあげた取り組みと

してオープンデータを位置付けているが、その取り組みが

自治体レベルにも浸透しているのである。 

2016 年 12 月には、官民データ活用推進基本法が施行さ

れ、データの流通拡大やデータの活用促進が目指されると

ころとなっている。同法では、都道府県に対して、「都道府

県官民データ活用推進計画」の策定が義務付けられている。 

2000 年の地方分権一括法施行を契機に、地方分権が進め

られ、各自治体が自らの創意工夫により政策展開を図るこ

とが可能な環境が整備されている。かような状況下では、

2016 年の官民データ活用推進基本法のような法律上の根

拠がない限り、2012 年の電子行政オープンデータ戦略のよ

うな国としての戦略があったとしても、自治体としては国

の指示でオープンデータの推進やデータ活用を行うという

ことはない。つまり、2016 年までは、オープンデータやデ

ータ活用については、各自治体の判断により、実施の可否

が決定されるのである。さらに、官民データ活用推進基本

法における計画策定の義務も都道府県に限定され、市区町

村についてはその策定は任意である。よって、市区町村に

あっては、少なくとも官民データ活用推進基本法を根拠と

して、データの活用を行うといった義務を負っていない。 

                                                                 
†1 東京工業大学   

Tokyo Institute of Technology   

にもかかわらず、データの活用にもつながるオープンデ

ータに着手する自治体は増加を続けており、冒頭に示した

ように 300 を超える自治体でオープンデータの取り組みが

なされているのである。少なくない数の自治体が国や周囲

の自治体と歩調を合わせるように同様の政策に着手してい

るということになる。 

ここで、オープンデータの取り組みについては、先行す

る周囲の自治体の取り組みが未着手の自治体に対して影響

を及ぼし、多くの自治体の中で取り組みが広まった可能性

が指摘されている[2]。いわば、周囲の自治体が実施してい

るので、自らの自治体も遅れを取らないように実施すると

いう振る舞いが見られるというのである。また、[3]におい

ては、日本の自治体におけるオープンデータの取り組みに

関わり、同様の取り組みを行う事例が少ない段階では、着

手にあたり外部の専門家の提案が重要な契機となり、一方

で取り組みの事例が増えた段階では、Web 経由で取り組み

の実例に関する情報を得ることにより着手に至っている可

能性が指摘された。日本の自治体において広がりを見せて

いるオープンデータの取り組みであるが、その契機につい

て以上のような先行研究があるものの、オープンデータに

関わる政策過程については未解明な点が残っている。 

 

2. 問題 

広がりを見せているオープンデータの取り組みである

が、それには複数の起源があるとされている[4]。その起源

の一つとしては、オープンナレッジやオープンソフトウェ

アを唱導する活動があげられる。オープンにする対象とし
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てナレッジやソフトウェアと関連してデータも包含される

ところとなり、様々な主体が保有するデータの公開が主張

され、それがオープンデータの取り組みに結実したという

ものである。もう一つの起源として公共機関における情報

公開制度など、情報を公開する取り組みがあげられる。ア

メリカのオバマ政権によるオープンガバメントの一環とし

てオープンデータの取り組みが進められたことから、主に

公共分野におけるオープンデータの取り組みが世界的な広

がりを見せたことからもうかがえるように、公共分野での

情報やデータの公開の動きがオープンデータの起源となっ

ているとされるのである。 

オープンナレッジやオープンソフトウェアの活動から

はデータの形式や著作権に代表されるような権利に関わる

処理が重視される。対して、情報公開制度の延長線上で捉

える時にはデータを公開する行為自体が重視される。 

日本の自治体におけるオープンデータの取り組みの浸

透について考えるとき、自治体は公共機関であることから、

情報公開制度の延長線上にオープンデータが位置付けられ

ている可能性がある。一方で、日本国内におけるオープン

ナレッジやオープンソフトウェアの活動の影響を受けて、

オープンデータに着手した可能性も存在する。そこで、ど

のような経緯で自治体においてオープンデータに取り組む

ようになったのかという問題が浮上するのである。そこで、

自治体におけるオープンデータ着手の契機について、筆者

らは既に[3]において事例研究が行ったところである。 

ところで、[3]では日本の自治体におけるオープンデータ

の着手という政策の開始時点に着目した。しかし、政策過

程は政策の開始だけに限定されない。政策過程は、課題設

定・政策立案・決定・実施・評価といった段階から構成さ

れるのである[5]。このオープンデータに関わる政策過程を

明らかとすることの必要性については、オープンデータ政

策の実施と影響についての比較のためのフレームワークを

提案する[6]においても指摘されている。オープンデータに

ついても、その政策過程検証が必要とされるのである。 

オープンデータの取り組みの着手という政策の開始時

点について複数の契機が想定されるなかで、実際に政策が

実行に移されたとき、その政策についていかなる評価が下

されることになるのか。本研究が着目するのは政策過程の

両端にあたる開始の段階と評価の段階である。その関係を

事例研究を通して明らかにするのが本研究の目的である。 

 

3. 調査対象 

 日本の自治体では、2010 年末に、福井県鯖江市が最初に

オープンデータに着手した。その後、福島県会津若松市や

石川県金沢市、千葉県流山市などが続いている。そして、

2018 年には、300 を超える自治体がオープンデータに取り

組む状況となっている。それぞれの自治体が自らの判断の

もとにオープンデータに着手しているとなると、300 を超

える契機が存在することになる。ただし、本研究では、オ

ープンデータ着手済の自治体の中で、24 の自治体を調査対

象とした。その選定方法は、政府発表資料[7]およびに、政

府担当者発表資料[8]において、オープンデータの開始時期

が示されていたものである。それらの資料では、2013 年 3

月時点から 2016 年 9 月時点まで、六つの時点でにつきオー

プンデータに取り組んでいる具体的な自治体名がそれぞれ

四つあげられている。つまり、六つの時点で四つずつの自

治体ということで、24 自治体を対象としたのである。いず

れも、2016 年の官民データ活用推進基本法施行前に、オー

プンデータに着手した自治体ということになる。 

 計 24 の自治体に対して、半構造化インタビューによる調

査を行うこととした。依頼を行った 24 自治体のうち、19

自治体では現地に訪問してオープンデータ担当者に対して

インタビュー調査を実施することが出来た。4 自治体から

は文書回答を得た。1 自治体からはインタビュー調査およ

び文書回答の協力を得ることが出来なかった(表 1)。調査期

間は、2017 年 6 月 20 日から 2018 年 1 月 9 日である。 

 

表 1 調査対象とインタビュー調査実施日 

2013年3月時点　取組自治体数：４ 実施日
福井県鯖江市 12月11日
福島県会津若松市 9月26日
千葉県流山市 9月15日
石川県金沢市 9月8日

2014年3月時点　取組自治体数：30
千葉県千葉市 7月7日
静岡県 8月1日
神奈川県横浜市 6月20日
福岡県福岡市 ※8月4日

2015年2月時点　取組自治体数：103
神奈川県藤沢市 9月29日
埼玉県さいたま市 協力拒否
東京都品川区 7月18日
長野県須坂市 9月1日

2015年6月時点　取組自治体数：154
青森県弘前市 10月3日
宮城県石巻市 ※10月16日
東京都千代田区 11月24日
愛知県小牧市 ※9月１日

2016年3月時点　取組自治体数：205
北海道旭川市 10月16日
神奈川県平塚市 9月5日
兵庫県尼崎市 8月18日
香川県高松市 10月13日

2016年9月時点　取組自治体数：233
青森県八戸市 11月27日
宮城県 1月9日
群馬県 ※12月12日
鹿児島県鹿児島市 11月20日  

(※は文書回答の場合の受信日) 
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 調査では、オープンデータの取り組みに関して 15 の質問

を行ったが、本研究では、以下の質問事項を取り扱う。 

 

問 1 オープンデータ」という事柄をどのようなきっか 

けで知ることになったのか  

問 2 実際にオープンデータに取り組もうと考えるよ 

うになったきっかけは何か 

問 3 オープンデータの取り組みについて、現状をどの 

ように評価しているのか 

 

 なお、調査依頼は各自治体のオープンデータ担当者宛て

に行い、それぞれ調査時点でのオープンデータ担当者から

協力を得た。その中には、調査対象自治体のオープンデー

タ着手時点から調査時点まで担当者に変更がない場合と変

更がある場合があった。問 1 及び問 2 については、着手時

点の担当者が詳細を把握していることになるが、この点に

ついて、担当者に変更があった自治体であっても、事前に

質問票を送付しているため、調査にあたって調査時点の担

当者が着手時点の担当者や前任者に詳細を確認しており、

オープンデータ着手時点の詳細は十分に把握出来たものと

考えられる。 

  

4. 結果 

以下、調査結果を表 2 に示す。なお、オープンデータの

契機については、[3]においても整理しており、以下の記述

の一部はそれを基にしている。 

オープンデータなる事柄を担当者が認識した段階と実

際に着手すると判断した段階が別々にあると想定して問 1

と問 2 に分けて質問を行ったが、多くの自治体では両質問

について一体として回答がなされた。これは、オープンデ

ータという事柄を担当者がいつ知ったのか判然としないた

めに明確に答えられないという場合とオープンデータとい

う事柄を知ったその時点で着手することが決断されたとい

う場合があるためである。そこで、問 1 と問 2 については、

その回答を「オープンデータ着手の契機」に関する質問へ

の回答として一つにまとめて、その結果を示した。 

また、問 3 のオープンデータの取り組みに対する自己評

価については、実際の回答の内容は多種多様であったが、

近しい内容と思われる回答について表 2 中では回答の表現

を統一するようにした。 

加えて、各回答の長短も様々であったが、表 2 では短文

に回答を要約している。この点、細かなニュアンスの違い

があったとしても、それは捨象することになっている。こ

の点、本研究では調整を行っていない。 

表 2 では、複数の回答があったものについて、特に重要

と思われるものの欄を色付けしてある。 

 

表 2 オープンデータの契機と自己評価 

13 年 3 月時 オープンデータ着手の契機 自己評価 

M1 首長へ外部からの提案 現状は停滞 

M2 職員へ外部からの提案 成果あり 

M3 首長の意向 成果あり 

M4 首長へ外部からの提案 外部からの好評価 

14 年 3 月時     

M5 首長の意向 自己評価は困難 

M6 職員 一定の成果あり 

M7 国の動向 今後の素地は出来た 

M8 自治体間の連携 今後の取り組みが必要 

15 年 2 月時     

M9 自治体間の調査研究 可もなく不可もなく 

M10 議会質問 無回答 

M11 首長へ外部からの提案 一定の成果あり 

15 年 6 月時     

M12 計画に組み込まれた 今後の素地は出来た 

M13 外部からの提案 一定の成果あり 

M14 職員 今後の素地は出来た 

M15 議会質問 やれることはやった 

16 年 3 月時     

M16 職員 一定の成果あり 

M17 県からの要請 今後の素地は出来た 

M18 職員 現状は停滞 

M19 国の動向 今後の取り組みが必要 

16 年 9 月時     

M20 議会質問 今後の取り組みが必要 

M21 国の動向 今後の取り組みが必要 

M22 国の動向 今後の取り組みが必要 

M23 国の動向 一定の成果あり 

(出所：筆者作成) 

 

まず、オープンデータ着手の契機として、「外部からの

提案」という回答が 5 事例あった(M1、M2、M4、M11、

M13)。ここで言う外部とは、企業の経営者や研究者である。

何らかの契機でそれらの人物が首長や行政職員にオープン

データの実施について提案を行い、その提案が採用される

ことによって政策が開始されるという経緯をたどった事例

である。 

「外部からの提案」と同じ数の回答があったのが「国の

動向」である(M7、M19、M21、M22、M23)。2012 年の電

子行政オープンデータ戦略をはじめとして、国がオープン

データに関わる取り組みを進めており、そのような動向を

見ることによって、自治体でもオープンデータに着手する

という経緯をたどったのがそれらの事例である。 

「職員」が起点になった自治体が 4事例あった(M6、M14、

M16、M18)。その職員とは主に情報政策や情報システムに
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関する業務を担当する職員である。これは、職員の自発的

な取り組みとして、オープンデータに着手するに至ったと

いうものである。この場合、当該職員がオープンデータの

必要性や重要性を認識して、自らの権限の範囲内でオープ

ンデータを位置付けて、その取り組みに着手するという経

緯をたどっている。 

「議会質問」が 3 事例あった(M10、M15、M20)。地方議

会の議員が他自治体や国の動向を見て、議会において当該

自治体が未着手あることについて質問を行ったことにより、

それが契機となってオープンデータに取り組むことになっ

たという経緯をたどった事例である。日本の自治体は、主

に政策の実施を担う執行機関と主に政策に関する決定を行

う議事機関が別々の選挙で選出される二元代表制を採用し

ているが、議事機関の側から政策提案が行われ、それが採

用されることもあるというのが、これらの事例から分かる

ことである。 

「首長の意向」は 2 事例あった(M3、M5)。これは、首長

が情報政策課などの部署の職員に対してオープンデータに

取り組むように指示したことを契機に、その取り組みが始

まったという事例である。この場合、首長がどのような契

機でオープンデータに着手するように指示したのか、その

元となる契機は判然としない。「外部からの提案」の中には、

「首長へ外部から提案」も含めたが、この場合、首長へ外

部から提案があったことにつき、担当職員にその旨が伝え

られた上で着手に至っていることによる。よって、「首長の

意向」という場合、実際には首長へ外部からの提案があっ

たことによる可能性もある。また、首長が国の動向を見て

着手しようと決断した可能性もある。 

その他に、「自治体間の連携」や「自治体間の調査研究」

という回答もあった(M8、M9)。加えて、「計画に組み込ま

れた」と「県からの要請」が 1 件ずつあった(M12、M17)。

「計画に組み込まれた」というのは、自治体において策定

される総合計画や情報化に関する計画などにおいて、オー

プンデータを推進すると謳われたことを契機に、オープン

データに着手したという事例である。また、「県からの要請」

というのは、文字通り県からの要請である。 

 オープンデータの取り組みに関わる自己評価については、 

何らかの成果があったとする回答が 8事例あった(M2、M3、

M4、M6、M11、M13、M16、M23)。一定の成果があった

とする自己評価は積極的肯定とすると、消極的な肯定とし

て、「今後の素地は出来た」が 4 事例あった(M7、M12、M14、

M17)。これら回答は、現状につき達成している部分に着目

すれば一定の成果ありとなり、未達成の部分に着目すれば、

今後の素地は出来たという評価になる。 

 対して、出来ていない部分により重点を置いた評価とし

て、「今後の取り組みが必要」という回答が 5事例あった(M8、

M19、M20、M21、M22)。 

 現状として「停滞している」という回答が 2 事例(M1、

M18)、「可もなく不可もなく」という回答が 1 事例あった

(M9)。取り組みの当初の評価は別として、インタビュー時

点ではオープンデータの取り組みにつき、必ずしも十分な

成果を上げているとは言い難い状態にあるという自己評価

が下されているのである。 

  

5. 考察 

 オープンデータの着手の契機については、「外部からの提

案」と「国の動向」を主な要因になっていることが示唆さ

れた。その他、「職員」や「議会質問」といった契機も見ら

れるところであるが、それらは職員や議会議員が外部との

接触の中でオープンデータに関する情報を入手したり、国

や周囲の自治体の動向を見たりする中で、政策実施につな

がったとするのであれば、「外部からの提案」や「国の動向」

に含めることが出来ると考えられる。同様に、「首長の意向」

も「外部からの提案」と「国の動向」に類すると解するの

であれば、「外部からの提案」と「国の動向」がオープンデ

ータ着手の契機の主要因となっていたと考えることが出来

る。 

 ここで、各自治体がオープンデータに着手した時期に着

目すると、特に初期に着手した自治体においては、外部の

専門家からの提案が大きな役割を果たしていたことが見て

取れる(M1、M2、M4、M11)。特に先行事例が少ないよう

な場合には、外部の専門家から政策や施策の重要性や必要

性に関する情報がもたらされることによって、新規の政策

や施策に着手される契機となるのである。 

オープンデータ着手の契機について外部からの提案 5 事

例中 4 事例については、その自己評価が成果ありとするも

のであった(M2、M4、M11、M13)。外部から求められた政

策を実行に移すことが出来たという意味では、その自己評

価が成果ありとなったということのようである。 

取り組みの契機として「国の動向」のうち多くが時期的

には後半の時期に集中している(M19、M21、M22、M23)。

このことから、取り組み済の自治体が周囲に増加すると、

国をはじめとした政策の動向を見極めて、新たに取り組み

が進む政策に着手する自治体が出始めることが示唆される。

そして、いわば他動的に政策が始まったと解することも出

来る「国の動向」によりオープンデータの着手に至った事

例では、5 事例中 3 事例が「今後の取り組みが必要」(M19、

M21、M22)、1 事例が「今後の素地は出来た」(M7)、1 事

例が「成果あり」(M23)としており、今後に向けての対応

が必要という回答が過半を占めている。国の取り組みをは

じめとして、何らかの先行事例を参照したときには、その

先行事例の成果に自らの自治体の取り組みは到達していな

いという意味で、その自己評価も低いものになっているこ

とが示唆された結果であると言える。 

本調査の結果では、自己評価のあり方として少数の回答
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しかなかった「自己評価は困難」(M5)や「可もなく不可も

なく」(M9)、「無回答」(M10)や「やれることはやった」(M15)

については、担当者は何らかの自己評価を自らのうちで行

っていたとしても、その評価をインタビュー時に回答して

いないという可能性もある。それらは、いずれもオープン

データの契機についても、「首長の意向」(M5)、「自治体間

の調査研究」(M9)、「議会質問」(M10)、「議会質問」(M15)

と契機に関する回答としても少数派に属する事例であった。

首長の意向で始めた場合、担当職員がいわば上司に当たる

首長を慮って自己評価を行い難いゆえに、「自己評価は困

難」(M5)となったということが考えられる。これは、「議

会質問」が契機となったので、議員に慮って「無回答」(M10)

や「やれることはやった」(M15)という回答になったとい

うように考えることとも整合する。さらに、他の自治体と

の関係性の中で進めたことゆえに、他自治体に慮って、「可

もなく不可もなく」(M9)ということになったと解すること

も出来るものと考えられる。 

以上のように、オープンデータ政策に関しては、着手に

当たっての契機と取り組み後の担当者の自己評価の間に一

定の関係性を見出すことが出来るものと考えられる。つま

り、政策過程で言うところの政策開始の段階と政策評価の

段階に一定の関係性を見出すことが出来るのである。 

なお、政策評価については、政策そのものに対する評価

を行う手法として、これまで研究や実践が積み重ねられて

いる[9]。オープンデータに関しては、公開されたデータの

質についての評価[10]やデータ公開サイトに対する評価

[11]が行われている。その他、オープンデータを公開した

ことによってもたされる経済効果に関する評価も行われて

いる[12]。 

本研究では、オープンデータ政策につき、その当事者で

あるところの政策担当者に自己評価を尋ねた点で、先行す

るオープンデータに関わる評価についての研究にはない新

たな知見を提供することが出来ている。つまり、政策担当

者が自らの自治体におけるオープンデータの取り組みにつ

き、いずれの観点に着目したのかはそれぞれ異なるとして

も、総体としてのオープンデータ政策についての自己評価

がどのようなものなのか明らかとし、その自己評価が政策

の開始の契機に一定程度規定されていることを明らかとし

たのである。ここで指摘すべきは、客観的な評価の手法で

オープンデータ政策について評価が下された場合、優れた

取り組みを行っていると判断される自治体であっても、そ

の担当者は肯定的な評価を行っていない可能性があること

である。さらに、当該自治体の政策担当者には肯定的な評

価を下されていないオープンデータの取り組みであっても、

それが参照されたり、目標とされたりすることによって、

別の自治体の政策担当者にとって自己評価の基準になって

いたりする可能性も指摘され得る。 

 本研究が用いたのと同じ調査の別の質問項目を利用して、

[13]では、オープンデータ政策に関しては行政と外部のス

テークホルダーの間でのコミュニケーションの契機の重要

性を指摘した。そのコミュニケーションの契機には偶然性

が大きく作用する。というのも、提案する外部の主体とそ

れを受ける行政側の主体が揃っている必要があるのであり、

両者が揃うには偶然性が作用するのである。日本の自治体

におけるオープンデータの取り組みの初期段階では、この

外部からの提案が大きな役割を果たしていることは本研究

でも示したところであるが、それは偶然が作用するところ

が大きく、いわば偶然に一部の自治体で先駆的にオープン

データに着手されることになったと言える。そして、その

先行自治体が参照されることでオープンデータが全国に広

まり、さらには国も推進することで、さらなる広まりを見

せていったということになるだろう。そして、偶然性が作

用した契機がその政策についての当該自治体の担当者によ

る自己評価の結果にも一定程度影響を及ぼしているという

ことになるのである。 

 

6. 結語 

 本研究は、世界的な広がりを見せるオープンデータにつ

いて、日本の自治体における広がりに着目し、インタビュ

ー調査を行うことによって、着手の契機と担当者による自

己評価の関係について分析した。その結果、オープンデー

タの着手の契機として、外部からの提案があった場合、そ

の結果としての自己評価は成果ありとなる一方で、国の動

向を契機とする場合、成果をあげるには途上の段階で自己

評価がなされていることを確認した。また、その他の契機

についても、その契機に応じた自己評価が導き出されてい

る可能性も示唆された。それらのことから、一連の政策過

程においては、政策の開始時点に重要な位置付けを与えら

れると考えることが出来る。どのような契機で政策を始め

ることになるのかという点について、さらなる研究が必要

とされるも言えるだろう。 

なお、本研究の調査はオープンデータ取組済の自治体の

うち、23 の自治体を対象にしている。オープンデータ政策

に関する一般的な傾向を見出せたとするには、このサンプ

ル数は十分な数とは言えない。2016 年の官民データ活用推

進基本法施行もあって、オープンデータに対する自治体の

取り組み方に変化がある可能性があり、本研究の調査対象

とはならなかった 2017 年以降にオープンデータに着手し

た自治体も含めた事例研究が必要とされるところである。 
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